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○浜田市手数料条例 

平成17年10月１日条例第70号 

（手数料の種類及び金額） 

第２条 手数料の種類及び金額は、次のとおりとする。 

(53) 建築物のエネルギー消費性能の向上に関す

る法律（平成27年法律第53号）第12条第１項の

規定による建築物エネルギー消費性能確保計画

（次号から第58号まで及び別表第11から別表第

15までにおいて「計画」という。）の建築物エ

ネルギー消費性能適合性判定（次号から第56号

まで及び第58号並びに別表第11から別表第14ま

でにおいて「適合性判定」という。）手数料 

別表第11のとおり 

(54) 建築物のエネルギー消費性能の向上に関す

る法律第12条第２項の規定による計画の変更の

適合性判定手数料 

別表第12のとおり 

(55) 建築物のエネルギー消費性能の向上に関す

る法律第13条第２項の規定による計画の適合性

判定手数料 

別表第13のとおり 

(56) 建築物のエネルギー消費性能の向上に関す

る法律第13条第３項の規定による計画の変更の

適合性判定手数料 

別表第14のとおり 

(57) 建築物のエネルギー消費性能の向上に関す

る法律施行規則（平成28年国土交通省令第５号）

第11条の規定による計画の変更が同令第３条の

軽微な変更（別表第15において「軽微な変更」

という。）に該当していることを証する書面の

交付（別表第15において「書面の交付」という。）

手数料 

別表第15のとおり 

(58) 建築物のエネルギー消費性能の向上に関す

る法律第12条第１項又は第13条第２項の規定に

よる計画の適合性判定（法第25条第１項若しく

は第35条第８項（法第36条第２項において準用

する場合を含む。）又は都市の低炭素化の促進

に関する法律第10条第９項若しくは第54条第８

項の規定により適合性判定通知書の交付を受け

たものとみなされる場合を含む。）を受けた場

合における建築基準法第７条第１項に基づく完

了検査又は同法第18条第16項の通知に対する完

了検査手数料 

別表第16のとおり 
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別表第11（第２条関係） 

建築物エネルギー消費性能適合性判定手数料（民間建築物） 

区分 単位 手数料の額 

１ 計画の適合性判定を受けようと

する建築物について省令第１条第

１項第１号イの基準及び同号ただ

し書に規定する方法（別表第12か

ら別表第15まで及び別表第19にお

いて「標準入力法等基準」という。）

を用いて評価を行う場合 

  

(１) 当該建築物が非住宅部分（建

築物のエネルギー消費性能の向

上に関する法律第11条第１項に

規定する非住宅部分をいう。ただ

し、工場その他のこれに類するも

ので市長が定めるものの部分（以

下この表から別表第15までにお

いて「工場等部分」という。）を

除く。以下この表から別表第16

までにおいて同じ。）を有する場

合（第３号の場合を除く。） 

  

ア 非住宅部分の床面積（建築

物のエネルギー消費性能の向

上に関する法律施行令（平成

28年政令第８号）第４条第１

項に規定する床面積をいう。

ただし、建築物を増築し、又

は改築しようとする場合にお

いて、当該建築物についてエ

ネルギー消費性能に係る計算

その他の計算を要しない既存

部分があるときは、当該既存

部分の床面積を除く。以下こ

の表から別表第19までにおい

て同じ。）の合計が300ｍ２未

満のもの 

１件 224,000円 

  イ 非住宅部分の床面積の合計 

が300ｍ２以上500ｍ２以内のも 

の 

１件 276,000円 

(２) 当該建築物が工場等部分を

有する場合（次号の場合を除

く。） 

  

ア 工場等部分の床面積の合計 １件 23,000円 
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が300ｍ２未満のもの 

イ 工場等部分の床面積の合計 

が300ｍ２以上500ｍ２以内のも 

の 

１件 30,000円 

(３) 当該建築物が非住宅部分及 

び工場等部分を有する場合 

１件 前２号に規定する区分に応じ、それぞれ当該

手数料を合算した額（その額が当該建築物の

非住宅部分及び工場等部分の床面積の合計を

全て非住宅部分とみなした場合の第１号に規

定する区分に応じた手数料の額を超えるとき

は、当該額） 

２ 計画の適合性判定を受けようと

する建築物について省令第１条第

１項第１号ロの基準（以下この表

から別表第15まで及び別表第19に

おいて「モデル建物法基準」とい

う。）を用いて評価を行う場合 

  

 (１) 当該建築物が非住宅部分を

有する場合（第３号の場合を

除く。） 

  

ア 非住宅部分の床面積の合計 

が300ｍ２未満のもの 

１件 86,000円 

イ 非住宅部分の床面積の合計 

が300ｍ２以上500ｍ２以内のも 

の 

１件 108,000円 

(２) 当該建築物が工場等部分を

有する場合（次号の場合を除

く。） 

  

ア 工場等部分の床面積の合計 

が300ｍ２未満のもの 

１件 19,000円 

イ 工場等部分の床面積の合計 

が300ｍ２以上500ｍ２以内のも 

 の 

１件 

 

26,000円 

(３) 当該建築物が非住宅部分及 

び工場等部分を有する場合 

１件 前２号に規定する区分に応じ、それぞれ当該

手数料を合算した額（その額が当該建築物の

非住宅部分及び工場等部分の床面積の合計を

全て非住宅部分とみなした場合の第１号に規

定する区分に応じた手数料の額を超えるとき

は、当該額） 
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別表第12（第２条関係） 

建築物エネルギー消費性能変更適合性判定手数料（民間建築物） 

区分 単位 手数料の額 

１ 計画の変更の適合性判定を受け

ようとする建築物について標準入

力法等基準を用いて評価を行う場

合 

  

(１) 当該建築物が非住宅部分を

有する場合（第３号の場合を除

く。） 

  

ア 非住宅部分の計画の変更に

係る部分（床面積の増加に係

る部分を除く。）の床面積の

２分の１の面積と当該計画の

変更に係る部分の面積のうち

床面積の増加に係る部分の床

面積との合計（以下この表及

び別表第14において「計画の

変更に係る部分の床面積の合

計」という。）が300ｍ２未満

のもの 

１件 224,000円 

  イ 非住宅部分の計画の変更に 

係る部分の床面積の合計が 

300ｍ２以上500ｍ２以内のもの 

１件 276,000円 

(２) 当該建築物が工場等部分を

有する場合（次号の場合を除

く。） 

  

ア 工場等部分の計画の変更に 

係る部分の床面積の合計が 

300ｍ２未満のもの 

１件 23,000円 

イ 工場等部分の計画の変更に 

係る部分の床面積の合計が 

300ｍ２以上500ｍ２以内のもの 

１件 30,000円 

(３) 当該建築物が非住宅部分及 

び工場等部分を有する場合 

１件 前２号に規定する区分に応じ、それぞれ当該

手数料を合算した額（その額が当該建築物の

非住宅部分及び工場等部分の床面積の合計を

全て非住宅部分とみなした場合の第１号に規

定する区分に応じた手数料の額を超えるとき

は、当該額） 

２ 計画の変更の適合性判定を受け

ようとする建築物についてモデル

建物法基準を用いて評価を行う場

合 
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 (１) 当該建築物が非住宅部分を

有する場合（第３号の場合を

除く。） 

  

ア 非住宅部分の計画の変更に 

係る部分の床面積の合計が 

300ｍ２未満のもの 

１件 86,000円 

イ 非住宅部分の計画の変更に 

係る部分の床面積の合計が 

300ｍ２以上500ｍ２以内のもの 

１件 108,000円 

(２) 当該建築物が工場等部分を

有する場合（次号の場合を除

く。） 

  

ア 工場等部分の計画の変更に 

係る部分の床面積の合計が 

300ｍ２未満のもの 

１件 19,000円 

イ 工場等部分の計画の変更に 

係る部分の床面積の合計が 

300ｍ２以上500ｍ２以内のもの 

１件 

 

26,000円 

(３) 当該建築物が非住宅部分及 

び工場等部分を有する場合 

１件 前２号に規定する区分に応じ、それぞれ当該

手数料を合算した額（その額が当該建築物の

非住宅部分及び工場等部分の床面積の合計を

全て非住宅部分とみなした場合の第１号に規

定する区分に応じた手数料の額を超えるとき

は、当該額） 
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別表第13（第２条関係） 

建築物エネルギー消費性能適合性判定手数料（公共建築物） 

区分 単位 手数料の額 

１ 計画の適合性判定を求めようと

する建築物について標準入力法等

基準を用いて評価を行う場合 

  

(１) 当該建築物が非住宅部分を

有する場合（第３号の場合を除

く。） 

  

ア 非住宅部分の床面積の合計

が300ｍ２未満のもの 

１件 224,000円 

  イ 非住宅部分の床面積の合計 

が300ｍ２以上500ｍ２以内のも 

の 

１件 276,000円 

(２) 当該建築物が工場等部分を

有する場合（次号の場合を除

く。） 

  

ア 工場等部分の床面積の合計 

が300ｍ２未満のもの 

１件 23,000円 

イ 工場等部分の床面積の合計 

が300ｍ２以上500ｍ２以内のも 

の 

１件 30,000円 

(３) 当該建築物が非住宅部分及 

び工場等部分を有する場合 

１件 前２号に規定する区分に応じ、それぞれ当該

手数料を合算した額（その額が当該建築物の

非住宅部分及び工場等部分の床面積の合計を

全て非住宅部分とみなした場合の第１号に規

定する区分に応じた手数料の額を超えるとき

は、当該額） 

２ 計画の適合性判定を求めようと

する建築物についてモデル建物法

基準を用いて評価を行う場合 

  

 (１) 当該建築物が非住宅部分を

有する場合（第３号の場合を

除く。） 

  

ア 非住宅部分の床面積の合計 

が300ｍ２未満のもの 

１件 86,000円 

イ 非住宅部分の床面積の合計 

が300ｍ２以上500ｍ２以内のも 

の 

１件 108,000円 

(２) 当該建築物が工場等部分を

有する場合（次号の場合を除

く。） 

  

ア 工場等部分の床面積の合計 １件 19,000円 
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が300ｍ２未満のもの 

イ 工場等部分の床面積の合計 

が300ｍ２以上500ｍ２以内のも 

 の 

１件 

 

26,000円 

(３) 当該建築物が非住宅部分及 

び工場等部分を有する場合 

１件 前２号に規定する区分に応じ、それぞれ当該

手数料を合算した額（その額が当該建築物の

非住宅部分及び工場等部分の床面積の合計を

全て非住宅部分とみなした場合の第１号に規

定する区分に応じた手数料の額を超えるとき

は、当該額） 
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別表第14（第２条関係） 

建築物エネルギー消費性能変更適合性判定手数料（公共建築物） 

区分 単位 手数料の額 

１ 計画の変更の適合性判定を求め

ようとする建築物について標準入

力法等基準を用いて評価を行う場

合 

  

(１) 当該建築物が非住宅部分を

有する場合（第３号の場合を除

く。） 

  

ア 非住宅部分の計画の変更に

係る部分の床面積の合計が

300ｍ２未満のもの 

１件 224,000円 

  イ 非住宅部分の計画の変更に 

係る部分の床面積の合計が 

300ｍ２以上500ｍ２以内のもの 

１件 276,000円 

(２) 当該建築物が工場等部分を

有する場合（次号の場合を除

く。） 

  

ア 工場等部分の計画の変更に 

係る部分の床面積の合計が 

300ｍ２未満のもの 

１件 23,000円 

イ 工場等部分の計画の変更に 

係る部分の床面積の合計が 

300ｍ２以上500ｍ２以内のもの 

１件 30,000円 

(３) 当該建築物が非住宅部分及 

び工場等部分を有する場合 

１件 前２号に規定する区分に応じ、それぞれ当該

手数料を合算した額（その額が当該建築物の

非住宅部分及び工場等部分の床面積の合計を

全て非住宅部分とみなした場合の第１号に規

定する区分に応じた手数料の額を超えるとき

は、当該額） 

２ 計画の変更の適合性判定を求め

ようとする建築物についてモデル

建物法基準を用いて評価を行う場

合 

  

 (１) 当該建築物が非住宅部分を

有する場合（第３号の場合を

除く。） 

  

ア 非住宅部分の計画の変更に 

係る部分の床面積の合計が 

300ｍ２未満のもの 

１件 86,000円 

イ 非住宅部分の計画の変更に 

係る部分の床面積の合計が 

１件 108,000円 
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300ｍ２以上500ｍ２以内のもの 

(２) 当該建築物が工場等部分を

有する場合（次号の場合を除

く。） 

  

ア 工場等部分の計画の変更に 

係る部分の床面積の合計が 

300ｍ２未満のもの 

１件 19,000円 

イ 工場等部分の計画の変更に 

係る部分の床面積の合計が 

300ｍ２以上500ｍ２以内のもの 

１件 

 

26,000円 

(３) 当該建築物が非住宅部分及 

び工場等部分を有する場合 

１件 前２号に規定する区分に応じ、それぞれ当該

手数料を合算した額（その額が当該建築物の

非住宅部分及び工場等部分の床面積の合計を

全て非住宅部分とみなした場合の第１号に規

定する区分に応じた手数料の額を超えるとき

は、当該額） 
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別表第15（第２条関係） 

建築物エネルギー消費性能適合性判定における軽微変更書面交付手数料 

区分 単位 手数料の額 

１ 書面の交付を求めようとする建

築物について標準入力法等基準を

用いて評価を行う場合 

  

(１) 当該建築物が非住宅部分を

有する場合（第３号の場合を除

く。） 

  

ア 非住宅部分の計画の軽微な

変更に係る部分（床面積の増加

に係る部分を除く。）の床面積

の２分の１の面積と当該計画

の軽微な変更に係る部分の面

積のうち床面積の増加に係る

部分の床面積との合計（以下こ

の表において「軽微な変更に係

る部分の床面積の合計」とい

う。）が300ｍ２未満のもの 

１件 224,000円 

  イ 非住宅部分の軽微な変更に 

係る部分の床面積の合計が 

300ｍ２以上500ｍ２以内のもの 

１件 276,000円 

(２) 当該建築物が工場等部分を

有する場合（次号の場合を除

く。） 

  

ア 工場等部分の軽微な変更に 

係る部分の床面積の合計が 

300ｍ２未満のもの 

１件 23,000円 

イ 工場等部分の軽微な変更に 

係る部分の床面積の合計が 

300ｍ２以上500ｍ２以内のもの 

１件 30,000円 

(３) 当該建築物が非住宅部分及 

び工場等部分を有する場合 

１件 前２号に規定する区分に応じ、それぞれ当該

手数料を合算した額（その額が当該建築物の

非住宅部分及び工場等部分の床面積の合計を

全て非住宅部分とみなした場合の第１号に規

定する区分に応じた手数料の額を超えるとき

は、当該額） 

２ 書面の交付を求めようとする建

築物についてモデル建物法基準を

用いて評価を行う場合 

  

 (１) 当該建築物が非住宅部分を

有する場合（第３号の場合を

除く。） 
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ア 非住宅部分の軽微な変更に 

係る部分の床面積の合計が 

300ｍ２未満のもの 

１件 86,000円 

イ 非住宅部分の軽微な変更に 

係る部分の床面積の合計が 

300ｍ２以上500ｍ２以内のもの 

１件 108,000円 

(２) 当該建築物が工場等部分を

有する場合（次号の場合を除

く。） 

  

ア 工場等部分の軽微な変更に 

係る部分の床面積の合計が 

300ｍ２未満のもの 

１件 19,000円 

イ 工場等部分の軽微な変更に 

係る部分の床面積の合計が 

300ｍ２以上500ｍ２以内のもの 

１件 

 

26,000円 

(３) 当該建築物が非住宅部分及 

び工場等部分を有する場合 

１件 前２号に規定する区分に応じ、それぞれ当該

手数料を合算した額（その額が当該建築物の

非住宅部分及び工場等部分の床面積の合計を

全て非住宅部分とみなした場合の第１号に規

定する区分に応じた手数料の額を超えるとき

は、当該額） 
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別表第16（第２条関係） 

建築物エネルギー消費性能適合性判定における完了検査手数料 

区分 単位 手数料の額 

１ 非住宅部分の床面積の合計が

300ｍ２未満のもの 

１件 10,000円 

２ 非住宅部分の床面積の合計が 

300ｍ２以上500ｍ２以内のもの 

１件 16,000円 

 


